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第７回高槻市学校教育審議会 資料



義務教育９年間の育ちと学びの連続性を保障する教育環境整備

～安全・安心な学校づくりに向けて～

１ 今後の児童生徒数の推移
２ 通学距離等の地理的環境
３ 学校施設の現状
４ 地域の防災拠点としての機能
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第６回高槻市学校教育審議会 教育次長より
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「よりよい学校教育を通じて、よりよい社会を創る」という
学習指導要領の基本理念に立ち返り、次代を担うことの
できる「成熟した市民」「実力ある大人」を育成するための
施策を講じていきます。

小中一貫教育をさらに推進させ、安全・安心を基盤とした
縦の接続と横の連携の強化・充実を目指し―
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これからの社会を生きる子どもたちの

より良い学びの実現ために、

「安全・安心な学校づくり」は

重要な基盤となる

学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議「新しい時代の学びを実現する学校施設の在り方（最終報告）」（令和４年３月）より抜粋



今後の児童生徒数の推移
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高槻市における児童生徒数の推移

6
※令和６年度教育人口推計より作成（令和７年以降は推計値）



中学校区ごとの児童生徒数の推移（R6～R11）
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第一中校区

(1617)

第八中校区

(1642)

川西中校区

(898)

阿武山中校区

(1289)

第九中校区

(1646)

柳川中校区

(745)

城南中校区

(969)

冠中校区

(1301)

第三中校区

(1739)

第七中校区

(547)

五領中校区

(783)

第四中校区

(997)

如是中校区

(1028)

第十中校区

(1394)

阿武野中校区

(1504)

第六中校区

(1750)

芝谷中校区

(2336)

第二中校区

(2640)

児童・生徒数 ～200 ～400 ～600 ～800 ～1000 ～1200 ～1400 ～1600 ～1800 ～2000 ～2200 ～2400 ～2600 ～2800 ～3000

第四中校区

(828)

如是中校区

(973)

第九中校区

(1549)

五領中校区

(613)

阿武山中校区

(981)

城南中校区

(1032)

第十中校区

(1306)

第六中校区

(1559)

第八中校区

(1623)

第二中校区

(2363)

第七中校区

(397)

柳川中校区

(679)

川西中校区

(983)

冠中校区

(1117)

阿武野中校区

(1391)

第一中校区

(1563)

第三中校区

(1683)

芝谷中校区

(2389)

児童・生徒数 ～200 ～400 ～600 ～800 ～1000 ～1200 ～1400 ～1600 ～1800 ～2000 ～2200 ～2400 ～2600 ～2800 ～3000

R６　児童・生徒数

R１１　児童・生徒数

※令和６年度教育人口推計より作成（令和１１年の児童・生徒数は推計値）



通学距離等の地理的環境
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児童生徒の通学に関わる基準等
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〇義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律施行令

「通学距離が、小学校にあってはおおむね四キロメートル以内、中学校及び
義務教育学校にあってはおおむね六キロメートル以内であること。」

〇公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引

「通学時間について、「おおむね１時間以内」を一応の目安とした上で、各市町村
において、地域の実情や児童生徒の実態に応じて１時間以上や１時間以内に設
定することの適否も含めた判断を行うことが適当である」



各中学校区の通学路における最遠距離
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・施設隣接型、施設分離型は通学路の変更が生じる可能性が低いため、
現在の中学校の校地に施設一体型の義務教育学校が設置されたと仮定

・原則として、中学校区の一番遠い住宅地等から中学校までの道のりを測定し、
各中学校区の最遠距離の平均を算出

➡ 山間地を含む中学校区を除き、平均約２kmの道のり
（山間地を含む中学校区を加えた場合、平均3.2km）

➡ 山間地を含む中学校区を除き、最も遠いのは2.69km （第二中学校）

通学距離の観点に加えて、危険箇所への対応等による安全性の確保が重要



安全教育の充実
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子どもたちの安全な通学に係る手立て
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… 安全教育、通学に係る安全指導

… 幹線通学路の指定
通学路の安全確保に係る環境整備
セーフティボランティアの確保
交通安全指導員の確保

子どもへの丁寧な安全指導を前提とし、特に、低学年の通学における危険

箇所に関わる対応、身体的・心理的に支援が必要な子どもへの配慮等につ

いては、設置する校区の保護者・地域の意見を踏まえた対応策を検討する

学校

市



学校施設の現状
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14
文部科学省 学校施設整備・活用のための共創プラットフォーム 第２回ワークショップイベント 資料より



本市の学校施設
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・昭和４０年代の人口急増期に整備された築４５年以上の建物が約８割

・老朽化対策や時代のニーズに適した教育環境の質的向上に向け、
「高槻市学校施設整備方針」をもとに長寿命化を図る

長寿命化による安全・安心な学校施設整備は大前提

加えて、これからの教育に対応する学校施設の考え方を

取り込んだ教育環境を目指していく必要がある



16学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議「新しい時代の学びを実現する学校施設の在り方（最終報告）」（令和４年３月） より



17学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議「新しい時代の学びを実現する学校施設の在り方（最終報告）」（令和４年３月） より



18学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議「新しい時代の学びを実現する学校施設の在り方（最終報告）」（令和４年３月） より



19学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議「新しい時代の学びを実現する学校施設の在り方（最終報告）」（令和４年３月） より
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多様な学習活動を展開できる学習空間

～フラットな教室の構造～
府中市立府中学園



21

多様な学習活動を展開できる学習空間

～フリースペースの柔軟な活用～

王寺町立王寺北義務教育学校
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多様な学習活動を展開できる学習空間

～自学自習の空間～
豊中市立庄内さくら学園

豊中市立庄内さくら学園
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多様な学習活動を展開できる学習空間

～学年を超えた表現活動の場～

豊中市立庄内さくら学園
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国立教育政策研究所「教育改革国際シンポジウム 未来に向けた学校施設づくり」（令和７年１月） より



25
国立教育政策研究所「教育改革国際シンポジウム 未来に向けた学校施設づくり」（令和７年１月） より
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学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議「新しい時代の学びを実現する学校施設の在り方（最終報告）」（令和４年３月） より
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多様な教育的ニーズのある
児童生徒への対応

王寺町立王寺北義務教育学校
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王寺町立王寺北義務教育学校

多様な教育的ニーズのある
児童生徒への対応

豊中市立庄内さくら学園
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学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議「新しい時代の学びを実現する学校施設の在り方（最終報告）」（令和４年３月） より
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学校と地域が支え合い協働していくための共創空間

大分市立碩田学園

京都市立東山泉小中学校
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学校と地域が支え合い協働していくための共創空間

豊中市立庄内さくら学園



地域の防災拠点としての機能
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学校を中心とした公共施設の複合化について
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（令和４年９月１日時点 文部科学省調べ）

文教施設 社会福祉施設
文教施設・社会福祉施設
以外の施設

体育館 ８４３件
放課後

児童クラブ
６８７０件

地域防災
備蓄倉庫

７４７５件

公民館 ６０８件 児童館等 １７０件
給食共同
調理場

４０９件

図書館 ７５件 保育所 ８８件 行政機関 ５５件

複合化した公共施設の種類別件数（延べ数）

学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議「新しい時代の学びを実現する学校施設の在り方（最終報告）」（令和４年３月）より抜粋



34
学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議「新しい時代の学びを実現する学校施設の在り方（最終報告）」（令和４年３月） より
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学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議「新しい時代の学びを実現する学校施設の在り方（最終報告）」（令和４年３月） より
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多様な「知」を集積するための複合化・共用化等
豊中市立庄内さくら学園
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府中市立府中学園

多様な「知」を集積するための複合化・共用化等



安全・安心な教育環境整備と子どもの「学び」
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多様な他者と協働し、多様な考えや価値観にふれる学習機会
の保障に関わり、市民性の育成にも影響

児童生徒数

通学路

日々の安定した学校生活に関わる安全・安心の大前提



安全・安心な教育環境整備と子どもの「学び」
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老朽化していく施設の維持、更新による安全性を確保しつつ、
これからの時代の多様な学びの在り方に対応するため、
新たな教育観を踏まえた学習環境の整備が必要

これまでの学校施設にない工夫が取り入れられることで、
多様な配慮を要する子どもへの支援や地域との協働において
も充実した対応が可能

学校施設



安全・安心な教育環境整備と子どもの「学び」
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地域の拠点としての機能

学校を核とした地域の教育力の向上

地域の防災拠点として活用されることによる安全教育の充実

地域の人たちとともに、実社会とつながる創造的な教育活動を
展開できる可能性が拡大


